法令上の制限編──建築基準法
１ 建築基準法（１）／問題編（12問） 同／解答解説編
２ 建築基準法（２）／問題編（11問） 同／解答解説編
３ 建築基準法（３）／問題編（９問） 同／解答解説編
４ 建築基準法（４）／問題編（９問） 同／解答解説編
５ 建築基準法（５）／問題編（８問） 同／解答解説編
□■ １ 建築基準法（１）／問題編
建築基準法の記述に関する以下の問で，正しいものには○，誤っているものには×をつけな
さい。
※ 都道府県知事が都道府県都市計画審議会の意見を聴いて指定する区域（建築確認），用途地
域以外の地域地区等の指定および特定行政庁の許可は考慮しないものとします。
【問１】
木造３階建てで，高さ13ｍの住宅を新築する場合には，建築主事の確認を受けなければなら
ない。（10-20-1）（2-21-1）（4-21-1）（7-23-1）（8-23-1）（11-20-1）
【問２】
木造３階建て，延べ面積500㎡，高さ15ｍの一戸建て住宅について大規模の修繕をする場合
は，建築確認を受ける必要はない。（16-21-2）
【問３】
鉄筋コンクリート造平屋建て，延べ面積が300㎡の建築物の建築をしようとする場合は，建
築主事の確認を受ける必要がある。（11-20-2）（3-21-4）（5-21-3）
【問４】
鉄骨平屋建で，延べ面積が200㎡の事務所の大規模の修繕をしようとする場合には，建築主
事の確認を受ける必要がある。（7-23-3）
【問５】
建築主は，木造以外の建築物（延べ面積200㎡）について，新たに増築して延べ面積を250

㎡とする場合は，建築主事の建築確認を受けなければならない。（9-24-2）
【問６】
建築主は，共同住宅の用途に供する建築物で，その用途に供する部分の床面積の合計が180

㎡であるものの大規模の修繕をしようとする場合，当該工事に着手する前に，当該計画につい
て建築主事の確認を受けなければならない。（19-21-1）（2-21-2･4）（3-21-2）（7-23-2）
【問７】
自己の居住の用に供している建築物の用途を変更して共同住宅（その床面積の合計300㎡）
にしようとする場合は，建築主事の確認を受ける必要がない。
（11-20-3）（4-21-4）（1-23-4）
【問８】
都市計画区域内において建築物を新築する場合には，当該建築物の用途，構造又は規模にか
かわらず，建築主事の確認を受ける必要がある。（7-23-4）（1-23-1）（2-21-3）（3-21-1･3）
【問９】
建築物の改築で，その改築に係る部分の床面積の合計が10㎡以内のものであれば，建築主事
の確認の申請が必要となることはない。（10-20-2）
【問10】
建築主は，建築確認に係る工事を完了した場合においては，工事が完了した日から３日以内
に到達するように，建築主事に文書をもって届け出なければならない。
（14-21-2）（4-21-3）（8-23-3）
【問11】
建築主事は，事務所である建築物について確認をする場合，建築物の工事施工地又は所在地
を管轄する消防長又は消防署長の同意を得なければならない。
（10-20-4）（14-21-1）（15-20-2）
【問12】
文化財保護法の規定によって重要文化財として仮指定された建築物の大規模の修繕をしよう
とする場合は，建築主事の確認を受ける必要がない。（11-20-4）（14-21-3）
＊＊＊ １ 建築基準法（１）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】○ ［木造建築物の建築等］
木造建築物で，次の①～④のいずれかに該当するものについて，建築（新・改・増築，移
転），大規模修繕，大規模模様替を行う場合には，全国どこであっても建築確認が必要です。
①階数３以上，②延べ面積500㎡超，③高さ13ｍ超，④軒高９ｍ超。
したがって，「３階建て」の木造住宅を「新築」する場合には，建築確認が必要となります。
＊ ここの数値は，なかなか覚えにくいので語呂合わせで覚えよう！
「産後の父さん苦しい」木造→ ３（産） 500（後） 13ｍ（父さん） ９ｍ（苦しい）木造
【問２】× ［木造建築物の建築等］
「木造３階建て」の一戸建て住宅について大規模修繕をする場合には，建築確認が必要です。
【問３】○ ［木造以外の建築等］
木造以外の建築物で，①階数２以上，または，②延べ面積200㎡超のものを建築したり，大
規模修繕または大規模模様替をする場合には，全国どこであっても建築確認が必要です。
「鉄筋コンクリート造」が「平屋建て」であっても，延べ面積が「300㎡」であれば，建築
確認が必要となります。
【問４】× ［木造以外の建築物］
木造以外の建築物で，①階数２以上，または，②延べ面積200㎡超のものを建築したり，大
規模修繕等をする場合に，建築確認が必要です。
「延べ面積200㎡」は，200㎡超ではありませんから，この事務所を大規模修繕する場合に
は，建築確認は必要ありません。
＊ 事務所は特殊建築物ではありません。
【問５】○ ［木造以外の建築等──増築］
木造以外の建築物を増築して，増築後に，①階数２以上，または，②延べ面積200㎡超のも
のとするときにも，建築確認が必要です。
延べ面積を「200㎡」→「250㎡」に増築するには，確認が必要となります。
【問６】○ ［特殊建築物──共同住宅］
「共同住宅」のような特殊建築物で，その用途に供する部分の床面積合計が100㎡超である
ものを大規模修繕する場合には，建築確認が必要です。
＊ 特殊建築物（共同住宅，映画館，病院，ホテル，百貨店，バーなど多人数が出入りする建築
物）については，①建築，②大規模修繕・大規模模様替のほかに，③用途変更する場合も建築確認
が必要となります（ただし，類似の用途相互間における用途変更は，確認不要）。
【問７】× ［特殊建築物への用途変更］
自己の居住用建築物を用途変更して，特殊建築物である「共同住宅」とする場合，その用途
部分の床面積合計が100㎡超のときには，建築確認が必要です。
【問８】○ ［都市計画区域内］
都市計画区域は，計画的な都市づくりを図るものとして指定された区域であるため，都市計
画区域内で建築物を「新築」する場合には，用途・構造・規模に関係なく，建築確認を受ける
必要があります。
＊ ただし，必要なのは建築（新・改・増築，移転）だけで，大規模修繕・大規模模様替は対象
とはなりません。
【問９】× ［10㎡以内の改築］
「改築」に係る部分の床面積合計が「10㎡以内」であっても，防火地域内または準防火地域
内で行う場合には，建築確認が必要となります。
火災予防のための地域ですから，小さな面積でも確認を必要とするのです。
■ 10㎡以内の増・改築，移転
防火地域内または準防火地域内確認必要
増・改築，移転
それ以外の地域確認不要
【問10】× ［工事完了の届出］
「３日以内」が誤りです。
建築主は，建築確認を受けた建築物の工事を完了したときは，その旨を工事完了日から４日
以内に建築主事に到達するように，文書で届け出なければなりません。
【問11】○ ［消防長または消防署長の同意］
建築主事は，建築物について確認をする場合には，防火上の観点から，原則として，あらか
じめ建築物の工事施工地または所在地を管轄する「消防長または消防署長の同意」を得なけれ
ばならないことになっています。
＊ 建築主ではなく，建築主事であることに注意。
【問12】○ ［適用除外］
文化財保護法の規定によって，国宝，重要文化財等に指定され，または仮指定された建築物
については，建基法の規定は適用されません。
「重要文化財として仮指定された建築物の大規模の修繕」をする場合，建築確認を受ける必
要はありません。
□■ ２ 建築基準法（２）／問題編
【問13】
建築物の敷地は，必ず幅員４ｍ以上の道路に２ｍ以上接しなければならない。
（12-24-2）（6-22-1）（8-25-1･2）（18-21-4）
【問14】
建築基準法の規定が適用された際，現に建築物が立ち並んでいる幅員４ｍ未満の道で，特定
行政庁が指定したものについては，同法の規定が適用された際の道路の境界線が，その道路の
境界線とみなされる。（6-22-4）（4-22-3）（13-21-1）（18-21-1）
【問15】
法第42条第２項の規定により道路の境界線とみなされる線と道との間の部分の敷地が私有地
である場合は，敷地面積に算入される。（18-21-2）
【問16】
地方公共団体は，土地の状況等により必要な場合は，建築物の敷地と道路との関係について
建築基準法に規定された制限を，条例で緩和することができる。
（12-24-3）（4-22-4）（8-25-4）
【問17】
第一種低層住居専用地域内では，小学校は建築できるが，中学校は建築できない。
（14-20-1）（1-24-1）（10-21-1）
【問18】
老人ホームは，工業専用地域以外のすべての用途地域内において建築することができる。
（12-23-2･3）
【問19】
病院は，工業地域，工業専用地域以外のすべての用途地域内において建築することができる。
（12-23-1･4）（3-22-4）（4-24-1）（6-23-4）（14-20-4）
【問20】
映画館は，商業地域及び準工業地域内に限って，建築することができる。
（4-24-3）（14-20-2）
【問21】
第一種住居地域内においては，床面積の合計が1,000㎡の物品販売業を営む店舗を建築する
ことはできない。（10-21-2）（20-21-1）
【問22】
近隣商業地域内においては，床面積の合計が100㎡の料理店を建築することができる。
（7-22-4）（10-21-3）（14-20-3）
【問23】
第一種住居地域内では，ホテル（床面積計3,000㎡以下）は建築できるが，映画館は建築で
きない。（14-20-2）
＊＊＊ ２ 建築基準法（２）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問13】× ［接道義務］
「必ず」が誤りです。
建築物の敷地は，原則として幅員４ｍ以上の道路に２ｍ以上接しなければなりません。
ただし，次のような例外があります。
① 幅員に関しては，幅員４ｍ未満で特定行政庁が指定した道（２項道路）も認められます。
② ２ｍ以上の接道義務については，敷地の周囲に広い空地を有する等の建築物で，特定行
政庁が交通上，安全上，防火上等支障がないと認めて建築審査会の同意を得て許可した場
合には，この義務はありません。
【問14】× ［２項道路］
建基法の規定（第３章の集団規定）が適用された際（昭和25年当時），現に建築物が立ち並ん
でいる幅員４ｍ未満の道で特定行政庁が指定したもの（２項道路）は，建基法上の道路とみな
され，一定の場合を除き，その中心線から２ｍ後退した線が，その道路の境界線とみなされま
す。実際の道路の境界線がそのまま，道路の境界線とみなされるのではありません（どうして
も４ｍは確保したいのです）。
【問15】× ［２項道路］
２項道路では，道路の中心線から２ｍ後退した線が道路の境界線とみなされます。
つまり，その線から道路側の部分は道路とみなされるため，敷地面積には算入されません。
＊ したがって，建ぺい率，容積率の計算には算入されず，建築物等の建築も禁止されます。
【問16】× ［地方公共団体による制限の付加］
「緩和」が誤りです。
地方公共団体は，学校や劇場など，不特定多数が出入りする特殊建築物等一定の建築物につ
いては，その敷地と道路との関係について，建基法の接道義務等によっては避難・通行の安全
を十分に達成することができないと認める場合には，条例で必要な制限を付加（つまり，厳し
く）することができます。
建基法は最低限度の基準を定めたものですから，これを「緩和」することは認められないの
です。
【問17】× ［小・中学校］
第一種低層住専内では，幼稚園・小・中・高校を建築することができます。
【問18】○ ［老人ホーム］
老人ホーム，身体障害者福祉ホーム，図書館，博物館は，工業専用地域以外のすべての用途
地域内で建築できます。工業専用地域内でのみ建築不可です。
【問19】× ［病院］
病院と大学は，以下の地域では建築できません。
①工業，工業専用地域，および，②第一種・第二種低層住専地域。
＊ ただし，診療所はすべての地域で建築できます。
【問20】× ［映画館］
平成18年法改正により，映画館はその規模に関係なく，従来の①商業，②準工業のほかに，
③近隣商業地域でも建築できるようになりました。
＊ 200㎡未満のものであれば，準住居地域でも建築できます。
【問21】× ［物品販売業を営む店舗］
第一種住居地域内では，床面積合計が3,000㎡以下であれば，物品販売業を営む店舗を建築
することができます。
【問22】× ［料理店］
近隣商業地域内では，規模に関係なく，料理店を建築することはできません。
近隣商業地域は，近隣住宅地の住民に対して日用品の供給を行うことを主たる内容とする商
業等の利便を増進する地域です。
料理店は，ダンスホール，キャバレー等と同じく歓楽場に類するものとして，近隣商業地域
にはふさわしくないとされているのです。
＊ 料理店を建築できるのは，商業，準工業の２地域だけです。
【問23】○ ［ホテル，映画館］
第一種住居地域内では，ホテル（床面積3,000㎡以下に限る）は建築できますが，映画館は
建築できません。
□■ ３ 建築基準法（３）／問題編
【問24】
商業地域内で，かつ，防火地域内にある耐火建築物については，建築面積の敷地面積に対す
る割合の制限を受けない。（13-21-4）（1-20-1）（2-23-3）（3-23-1）（11-21-4）（20-20-1）
【問25】
建築物の建築面積の敷地面積に対する割合は，当該建築物の前面道路の幅員が12ｍ未満であ
る場合においては，その幅員に応じて，制限される。（8-24-3）（2-23-1）
【問26】
建築物の容積率の制限は，都市計画において定められた数値によるものと，建築物の前面道
路の幅員に一定の数値を乗じて得た数値によるものがあるが，前面道路の幅員が12ｍ未満であ
る場合には，当該建築物の容積率は，都市計画において定められた容積率以下でなければなら
ない。（17-22-1）（13-21-3）
【問27】
都市計画区域もしくは準都市計画区域以外の区域内の建築物については，建築物の延べ面積
の敷地面積に対する割合に係る制限が適用される場合はない。（8-24-1）（15-21-3）
【問28】
道路斜線制限（建築基準法第56条第１項第１号の制限をいう。）は，用途地域の指定のない
区域内については，適用されない。（5-23-1）
【問29】
第二種低層住居専用地域に指定されている区域内の土地においては，建築物を建築しようと
する際，当該建築物に対する法第56条第１項第２号のいわゆる隣地斜線制限の適用はない。
（19-22-4）（5-23-2）（18-22-2）
【問30】
建築物が第二種低層住居専用地域と第一種住居地域にわたる場合，当該建築物の敷地の過半
が第一種住居地域であるときは，北側斜線制限が適用されることはない。
（16-20-2）（5-23-3）（18-22-1）（20-21-3）
【問31】
法第56条の２第１項の規定による日影規制の対象区域は地方公共団体が条例で指定すること
とされているが，商業地域，工業地域及び工業専用地域においては，日影規制の対象区域とし
て指定することができない。（18-22-4）（5-23-4）（7-24-全）
【問32】
第二種低層住居専用地域に指定されている区域内の土地においては，都市計画において建築
物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距離の限度を２ｍ又は１.５ｍとして
定めることができる。（19-22-2）
＊＊＊ ３ 建築基準法（３）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問24】○ ［建ぺい率の適用除外］
商業地域内で，かつ，防火地域内にある耐火建築物については，建ぺい率制限が適用されま
せん。
【問25】× ［建ぺい率と前面道路の幅員］
建ぺい率は，前面道路の幅員に応じて制限されることはありません。
前面道路の幅員によって制限を受けるのは，容積率です。
【問26】× ［容積率──前面道路の幅員が12ｍ未満の場合］
容積率は，前面道路の幅員の影響を受けます。前面道路の幅員が12ｍ未満の場合，容積率は，
① 都市計画で定められた数値（指定容積率）と
② 前面道路の幅員に一定の数値を乗じた数値
の双方に適合しなければなりません。
結局，①，②のうち，厳しいほうの数値（小さい数値）が適用されることになりますから，
必ずしも「都市計画において定められた容積率以下」となるわけではないのです。
【問27】× ［知事指定区域内における容積率制限］
（都市計画区域および準都市計画区域）以外の区域，つまり都市計画区域外であっても，都
道府県知事が関係市町村の意見を聴いて指定する区域内では，地方公共団体が，条例で，
① 敷地と道路との関係
② 容積率，建ぺい率，斜線制限，日影制限
③ 建築物の高さ
等に関して必要な制限を定めることができます。
近年，都市計画区域外の区域でも，リゾートマンション等の大規模建築物が建築されるよう
になり，良好な住環境を保護する必要性が高まっているのです。
【問28】× ［道路斜線制限］
道路斜線制限は，都市計画区域内にあるすべての建築物に適用されます。用途地域の指定の
ない区域内の建築物についても，適用されるのです。
【問2９】○ ［隣地斜線制限］
隣地斜線制限は，高さ20ｍ超または31ｍ超の建築物について規制されますから，第一種・第
二種低層住専内の２地域では，適用する余地がありません。
この２地域は，建築物の高さを10ｍ以下または12ｍ以下とする高さ制限があるからです。
＊ 隣地斜線制限は，第一種・第二種低層住専以外のすべての用途地域と，用途地域の指定のな
い区域内で適用されます。
【問30】× ［建築物が２つの区域にわたる場合の規制──北側斜線制限］
北側斜線制限は，北側にある建築物の日照・採光・通風等を確保するための規制ですから，
住居専用地域のみに適用され，第一種住居地域などほかの地域には適用されません。
したがって，建築物が，第二種低層住専と第一種住居にわたる場合には，その敷地の過半が
第一種住居にあっても，第二種低層住専にある建築物の部分には，北側斜線制限が適用されま
す。
＊ 北側斜線制限の適用地域
① 第一種・第二種低層住居専用地域
② 第一種・第二種中高層住居専用地域（日影規制の対象区域を除く）
■注平成14年の建基法施行令の改正により，①北側斜線制限，②道路斜線制限，③隣地斜線制
限は，それぞれ，①北側高さ制限，②道路高さ制限，③隣地高さ制限に用語統一されました（平成
15年１月１日施行）。これらは施行令の改正であり，平成18年度，19年度の本試験では従来の用語
のまま使用され，平成20年度では新しい用語が使用されています。意味に大差はないため，このド
リルでは，とくに訂正せずに本試験どおりに使用しています。
【問31】○ ［日影規制］
日影規制は，日影による中高層建築物の高さを制限することにより，主として，住居系用途
地域における日照を確保するために，地方公共団体の条例で指定されます。
商業，工業，工業専用地域の３地域内においては，対象区域として指定することができませ
ん。
＊ 日影規制は，大都市等を中心にしたマンション等の建設に伴う日照権紛争の多発を背景に設
けられました。
【問32】× ［外壁の後退距離］
「２ｍ」が誤りです。
第一種・第二種低層住専内では，隣家との間隔を十分にとり，住環境を保護するため，都市
計画で外壁の後退距離の限度を定めることができますが，その限度は，１ｍまたは１.５ｍで
す。
□■ ４ 建築基準法（４）／問題編
【問33】
防火地域内において，階数が２で延べ面積が200㎡の住宅は，必ず耐火建築物としなければ
ならない。（6-24-1）（1-23-3）（9-23-1）（19-21-3）
【問34】
防火地域内において，延べ面積が50㎡の平屋建の附属建築物で，外壁及び軒裏が防火構造の
ものは，必ず耐火建築物としなければならない。（13-20-1）
【問35】
防火地域又は準防火地域において，延べ面積が1,000㎡を超える耐火建築物は，防火上有効
な構造の防火壁で有効に区画し，かつ，各区画の床面積の合計をそれぞれ1,000㎡以内としな
ければならない。（19-21-4）（12-22-4）（15-20-1）
【問36】
防火地域内において，地階を除く階数が５（高さ25ｍ），延べ面積が800㎡で共同住宅の用
途に供する鉄筋コンクリート造の建築物で，その外壁が耐火構造であるものを建築しようとす
る場合，当該建築物は，外壁を隣地境界線に接して設けることができる。
（15-20-4）（9-23-3）
【問37】
準防火地域内においては，延べ面積が1,200㎡の建築物は耐火建築物としなければならない。
（16-21-1）（11-22-1）
【問38】
準防火地域内にある看板，広告塔で，建築物の屋上に設けるものは，必ずその主要な部分を
不燃材料で造り，又はおおわなければならない。（6-24-4）（11-22-2）
【問39】
準防火地域内にある木造建築物の外壁及びその軒裏で延焼のおそれのある部分は，防火構造
としなければならない。（13-20-2）
【問40】
防火地域又は準防火地域内においては，建築物の屋根はすべて耐火構造又は準耐火構造とし
なければならない。（9-23-2）
【問41】
防火地域又は準防火地域以外においても，建築物の高さが15ｍを超える建築物は，必ず耐火
建築物又は準耐火建築物としなければならない。（13-20-4）
＊＊＊ ４ 建築基準法（４）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問33】○ ［防火地域内の建築物］
防火地域内では，①階数３以上（地階含む），または，②延べ面積100㎡超の建築物は，耐火
建築物としなければなりません。
「階数が２」であっても，「延べ面積が200㎡」であれば，必ず耐火建築物にする必要があり
ます。
【問34】× ［防火地域内の建築物］
防火地域内では，①階数３以上（地階含む），または，②延べ面積100㎡超の建築物は耐火
建築物とし，その他の建築物は耐火または準耐火建築物としなければなりませんが，これには
例外があり，延べ面積が50㎡以内の平家建の附属建築物で，「外壁及び軒裏が防火構造のもの」
には適用されません。
【問35】× ［防火壁］
延べ面積1,000㎡超の建築物は，①防火上有効な構造の防火壁で有効に区画し，かつ，②各
区画の床面積の合計をそれぞれ1,000㎡以内としなければなりません。
しかし，耐火または準耐火建築物については，建物自体が耐火用に作られているため，この
ような防火壁規制は適用されないのです。
【問36】○ ［隣地境界線に接する外壁］
防火地域または準防火地域内にある建築物で，外壁が耐火構造であるものは，その外壁を隣
地境界線に接して設けることができます。
【問37】× ［準防火地域内の建築物］
準防火地域内では，延べ面積500㎡超～1,500㎡以下の建築物は，耐火または準耐火建築物と
しなければなりません。
【問38】× ［準防火地域内の広告塔，看板等］
準防火地域内では，看板，広告塔で，建築物の屋上に設けるものは，必ずしもその主要部分
を不燃材料で造り，またはおおう必要はありません。
このような防火措置をとらなければならないのは，防火地域内にある場合です。
【問39】○ ［準防火地域内の木造建築物］
準防火地域内の木造建築物は，その外壁および軒裏で延焼のおそれのある部分を防火構造と
しなければなりません。
【問40】× ［建築物の屋根］
防火・準防火地域内であっても，建築物の屋根は「すべて耐火構造又は準耐火構造」とする
必要はありません。
屋根の構造は，火災の発生を防止するために屋根に必要とされる性能に関して一定の技術的
基準に適合するもので，国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの，または国土交通大臣の
認定を受けたものであればいいのです。
■ 防火地域・準防火地域の規制
階数３以上，または耐火建築物
防火地域延べ面積100㎡超の場合
その他の建築物耐火または準耐火建築物
階数４以上（地階除く），または耐火建築物
延べ面積1,500㎡超の場合
延べ面積500㎡超1,500㎡以下の場合耐火または準耐火建築物
耐火または準耐火建築物
準防火地域または外壁の開口部の構造および
階数３（地階除く）の場合面積，主要構造部が政令で定める
技術的基準に適合する建築物
（木造可）
木造建築物延焼のおそれのある部分の外壁，軒裏防火構造
【問41】× ［高さ15ｍ超の建築物］
防火・準防火地域以外において，高さ15ｍ超の建築物は，必ず耐火または準耐火建築物とし
なければならないという規制はありません。
□■ ５ 建築基準法（５）／問題編
【問42】
２階建てで延べ面積が100㎡の鉄骨造の建築物を建築する場合，構造計算は必要としない。
（17-21-1）
【問43】
高さ25ｍの建築物には，周囲の状況によって安全上支障がない場合を除き，有効に避雷設備
を設けなければならない。（12-22-2）
【問44】
準防火地域内において，地階を除く階数が３（高さ12ｍ），延べ面積が1,200㎡で事務所の
用途に供する建築物を建築しようとする場合，この建築物には，非常用の昇降機を設けなけれ
ばならない。（11-22-4）（12-22-3）（15-20-3）
【問45】
住宅の居室には，採光のための窓その他の開口部を設けなければならず，その採光に有効な
部分の面積は，居室の床面積に対して1／10以上としなければならない。（9-25-3）
【問46】
建築物の敷地が第一種住居地域と近隣商業地域にわたる場合，当該敷地の過半が近隣商業地
域であるときは，その用途について特定行政庁の許可を受けなくとも，カラオケボックスを建
築することができる。（16-20-1）
【問47】
建築物が第二種低層住居専用地域と第一種住居地域にわたる場合，当該建築物の敷地の過半
が第一種住居地域であるときは，北側斜線制限が適用されることはない。
（16-20-2）（20-21-3）
【問48】
建築協定を締結するには，当該建築協定区域内の土地（借地権の目的となっている土地はな
いものとする）の所有者の，全員の合意が必要である。（5-24-1）
【問49】
建築協定においては，建築協定区域内における建築物の用途に関する基準を定めることがで
きない。（15-21-2）（5-24-3）
■ 斜線制限まとめ
道路斜線隣地斜線北側斜線
第１種・第２種低層住専○ × ○
第１種・第２種中高層住専○ ○ ○（除く日影規制対象区域）
第１種・第２種住居・準住居○ ○ ×
近隣商業・商業○ ○ ×
準工業・工業・工業専用○ ○ ×
用途地域無指定○ ○ ×
○ 適用あり× 適用なし
■ 敷地が２つの区域にわたる場合の規制
① ［用途地域］ 建築物の敷地が２つ以上の用途地域にまたがるときは，敷地の過半が属する
用途地域の制限を受けます。
② ［建ぺい率］［容積率］ 建築物の敷地が２つ以上の異なる建ぺい率または容積率制限を受
ける地域にまたがるときは，各地域に存する敷地部分の面積比に応じて按分計算により算出さ
れた数値が，建ぺい率または容積率の最高限度となります。
■ 建築物が防火地域または準防火地域の内外にわたる場合の規制
① 建築物が，防火地域と準防火地域にわたる場合には，その全部について，原則として，防
火地域内の建築物に関する規定が適用されます。
② 建築物が，防火地域または準防火地域とこの両地域に指定されていない区域にわたる場合は，
建物全部について，原則として，防火地域または準防火地域内の建築物に関する規定が適用さ
れます。
①，②は要するに，制限の厳しい地域の規定が適用されるということです。
＊＊＊ ５ 建築基準法（５）／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問42】× ［構造耐力］
木造以外の建築物で，①階数２以上，または，②延べ面積200㎡超のものは，政令で定める
基準に従った構造計算により，その構造が安全であることを確かめなければなりません。
「２階建て」の「鉄骨造」は，これに該当します。
【問43】○ ［避雷設備］
高さ20ｍ超の建築物であれば，周囲の状況によって安全上支障がない場合を除き，有効に
避雷設備を設けなければなりません。
【問44】× ［非常用の昇降機］
高さ31ｍ超の建築物には，非常用の昇降機を設けなければなりませんが，「高さ12ｍ」の事
務所には，その必要はありません。
【問45】× ［居室等の採光面積］
「1／10以上」が誤り。
住宅の居室，学校の教室，病院の病室等には，採光のため，窓などの開口部を設けなければ
ならず，採光に有効な部分の面積は，居室の床面積に対して，住宅は１／７以上，その他は，
１／５～１／10の範囲以上としなければなりません。
【問46】○ ［敷地が２つの区域にわたる場合──用途制限］
敷地が，用途制限を受ける地域の内外にわたる場合，敷地の過半を占める地域の用途制限が
適用されます。
したがって，「敷地の過半が近隣商業地域内であるとき」は，カラオケボックスを建築する
ことができます。
【問47】× ［建築物が２つの区域にわたる場合──斜線制限］
北側斜線制限は，第一種・第二種低層，第一種・第二種中高層のような住居専用地域のみに
適用されます。
建築物が，第二種低層住専と第一種住居にわたる場合には，その敷地の過半が第一種住居に
あっても，第二種低層住専にある建築物の部分には，北側斜線制限が適用されることになりま
す。
【問48】○ ［所有者等の合意］
建築協定を締結するには，借地権の目的となっている土地がない区域であれば，土地所有者
全員の合意が必要となります。
なお，借地権の目的となっている土地であれば，借地権者全員の同意があればよく，その土
地所有者の同意は不要です。
＊ 建築協定は，協定区域内の土地の所有者が１人の場合でも，定めることができます（１人協定）。
【問49】× ［建築協定の内容］
建築協定では，建築協定区域内における建築物の敷地，位置，構造，用途，形態，意匠，建
築設備に関する基準について定めることができます。
＊ なお，建築協定を締結するためには，市町村に建築協定が締結できる旨の条例があることが
必要です。
